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明 細 書

発明の名称 ：吸水処理材及びその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、人又は動物の排泄物等の液体を吸収する吸水処理材及びその製

造方法に関する。

背景技術

[0002] 特許文献 1 には、吸水処理材の一種である排泄物処理材が記載 されている

。 この排泄物処理材においては、紙おむつ廃材の粉砕物が材料 と して用い ら

れている。

特許文献 1 ：特開 2 0 0 6 _ 3 3 3 7 7 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0003] このように紙おむつ等の衛生用品の廃材か ら得 られる材料を用いることは

、材料の調達 コス トの削減、ひいては吸水処理材の製造 コス トの削減 に資す

る。 しか しなが ら、かかる材料には、衛生用品に含 まれていた吸水性ポ リマ

一が付着 している。吸水処理材を構成する材料に多量の吸水性ポ リマーが付

着 している場合、液体を吸収 した吸水処理材は、吸水性ポ リマーの膨潤が過

度 に生 じることにより、内部か ら崩壊 し易 くなる。 このことは、吸水処理材

の品質低下につながる。

[0004] 本発明は、上記課題 に鑑みてなされたものであ り、品質低下を招 くことな

く低 コス トで製造することが可能な吸水処理材及びその製造方法を提供する

ことを目的とする。

課題 を解決するための手段

[0005] 本発明による吸水処理材は、 プラスチ ック、 フラッフパル プ及び吸水性ポ

リマ一を含む衛生用品か ら上記吸水性ポ リマ一を分離 して得 られた上記 ブラ

スチ ック及び上記 フラッフパル プのうち少な くとも一方か らなる吸水材料を

含有 し、上記吸水材料に付着 している上記吸水性ポ リマーの当該吸水材料に



対 す る重量割合 は、 3 %以 下 であ る ことを特徴 とす る。

[0006] この吸水処理 材 において は、衛 生用 品か ら吸水性 ポ リマ一 を分離 して得 ら

れ た プラスチ ック及び フラ ッフパル プの うち少な くとも一方 か らな る吸水材

料 が用 い られ て い る。 これ によ り、衛 生用 品の廃 材 か ら吸水材料 を取得 す る

ことがで きるため、 材料 の調 達 コス トを削減 し、 ひ いて は吸水処理 材 の製 造

コス トを削減 す る ことがで きる。 さ らに、 吸水材料 に残留 した吸水性 ポ リマ

—の重量割合 は 3 % 以 下 にす ぎな いため、 吸水処理 材 の品質低 下 を防 ぐこと

がで きる。

[0007] また、 本発 明 による吸水処理 材 の製 造方法 は、 プラスチ ック、 フラ ッフパ

ル プ及び 吸水性 ポ リマ ー を含 む衛 生用 品か ら上記 吸水性 ポ リマー を分離 して

、 上記 プラスチ ック及び上記 フラ ッフパル プの うち少な くとも一方 か らな る

吸水材料 を取得 す る取得 工程 と、 上記取得 工程 において取得 され た上記 吸水

材料 を造粒 す る造粒 工程 と、 を含 み、 上記取得 工程 において は、 上記 吸水材

料 に付着 して い る上記 吸水性 ポ リマーの 当該 吸水材料 に対 す る重量割合 が 3

% 以 下 とな るよ うに、 上記衛 生用 品か ら上記 吸水性 ポ リマ一 を分離 す る こと

を特徴 とす る。

[0008] この製 造方法 において は、衛 生用 品か ら吸水性 ポ リマー を分離 して得 られ

た プラスチ ック及び フラ ッフパル プの うち少な くとも一方 か らな る吸水材料

が用 い られ て い る。 これ によ り、衛 生用 品の廃 材 か ら吸水材料 を取得 す る こ

とがで きるため、 材料 の調 達 コス トを削減 し、 ひ いて は吸水処理 材 の製 造 コ

ス トを削減 す る ことがで きる。 さ らに、 吸水材料 に残留 す る吸水性 ポ リマ 一

の重量割合 は 3 %以 下 にす ぎな いため、 吸水処理 材 の品質低 下 を防 ぐことが

で きる。

発明の効果

[0009] 本発 明 によれ ば、 品質低 下 を招 くことな く低 コス トで製 造 す る ことが可能

な吸水処理 材 及び その製 造方法 が実現 され る。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図 1] 本 発 明 による吸水処理 材 の一実施形 態 を示 す模 式 図であ る。



[ 図2] 分離装置の一実施形態 を示す構成 図である。

[ 図3] 図 2 の分離装置 における分離部 4 0 を示す側面図である。

[ 図4] 図 3 の I V_ I V線 に沿 つた断面図である。

[ 図5] 図 2 の分離装置 における分離部 6 0 を示す側面図である。

[ 図6] 図 5 のVI —VI 線 に沿 った断面図である。

[ 図7] 図 2 の分離装置 における移送路 7 6 を示す断面図である。

[ 図8] 図 2 の分離装置 における移送路 7 8 を示す断面図である。

[ 図9] 図 2 の分離装置 における移送路 8 0 を示す断面図である。

[ 図 10] 図 4 に示 した突条 4 4 の変形例 を説明するための断面図である。

[ 図 11] 図 7 に示 した凹凸面 7 7 a 及び凹凸面 7 7 b の変形例 を説明するため

の断面図である。

[ 図 12] 図 7 に示 した凹凸面 7 7 a 及び凹凸面 7 7 b の変形例 を説明するため

の断面図である。

発明を実施するための形態

[001 1] 以下、 図面 を参照 しつつ、本発明の実施形態 について詳細 に説明する。 な

お、 図面の説明においては、 同一要素 には同一符号 を付 し、重複 する説明を

省略する。

[001 2] 図 1 は、本発明による吸水処理材の一実施形態 を示す模式図である。 吸水

処理材 1 は、猫や犬等の愛玩動物用の排泄物処理材であ って、粒状芯部 1 0

、 及び被覆層部 2 0 を備 えている。

[001 3] 粒状芯部 1 0 は、液体 を吸水及び保水する機能 を有 する。 この粒状芯部 1

0 は、衛生用品に由来するプラスチ ック及び フラ ッフパル プの うち少な くと

も一方か らなる吸水材料 を含有 している。 すなわち、粒状芯部 1 0 は、 かか

るプラスチ ック及び フラ ッフパル プの何れか一方のみ を含有 していてもよい

し、双方 を含有 していてもよい。

[0014] プラスチ ック及び フラ ッフパル プは、具体的には、 プラスチ ック、 フラ ッ

フパル プ及び吸水性 ポ リマー （高吸水性 ポ リマーを含む。以下同様。） を含

む衛生用品か ら吸水性 ポ リマ一を分離 することによ り得 られ る。 この分離 は



、後述する分離装置により行われる。衛生用品は、例えば、紙おむつ、生理

用ナプキン又は尿取 りパ ッ ドである。衛生用品としては、廃棄物 としての衛

生用品を用いることが好ましい。

[001 5] 衛生用品から吸水性ポ リマーを完全に分離することは困難であるため、プ

ラスチック及びフラッフパルプには、多少の吸水性ポ リマ一が付着 している

。ただ し、吸水処理材 1 において、プラスチックに付着 している吸水性ポ リ

マ一の当該プラスチックに対する重量割合は、 3 % 以下 （好ましくは 1 % 以

下）である。同様に、フラッフパルプに付着 している吸水性ポ リマーの当該

フラッフパルプに対する重量割合も、 3 % 以下 （好ましくは 1 % 以下）であ

る。 したがって、 これ らのプラスチック及びフラッフパルプのうち少な くと

も一方からなる吸水材料に付着 している吸水性ポ リマーの当該吸水材料に対

する重量割合も、 3 %以下 （好ましくは 1 %以下）である。

[001 6] また、分離後のフラッフパルプにプラスチック片が付着することがあるが

、かかるプラスチック片の当該フラッフパルプに対する重量割合は、 5 % 以

下であることが好ましい。

[001 7 ] 本実施形態において吸水材料は、吸水処理材 1 の主材料である。 ここで、

吸水処理材 1 の主材料とは、吸水処理材 1 を構成する材料全体の中で占める

重量割合が最も高い材料をいう。また、吸水材料は、粒状芯部 1 0 の主材料

でもある。すなわち、吸水材料は、粒状芯部 1 0 を構成する材料全体の中で

も、最も高い重量割合を占めている。

[001 8 ] 被覆層部 2 0 は、粒状芯部 1 0 を覆 っている。被覆層部 2 0 は、粒状芯部

0 の表面全体を覆 っていてもよい し、粒状芯部 1 0 の表面の一部のみを覆

つていてもよい。被覆層部 2 0 は、使用時に尿等の排泄物で濡れた吸水処理

材 1 どうしを付着させて塊状にする機能 （塊状化機能）を有する。

[001 9] 被覆層部 2 0 は、フラッフパルプ及び吸水性ポ リマ一を含有 している。 こ

れ らのフラッフパルプ及び吸水性ポ リマ一は、何れも衛生用品に由来するも

のである。すなわち、 これ らのフラッフパルプ及び吸水性ポ リマ一は、何れ

も衛生用品から分離されたものである。被覆層部 2 0 に含有されるフラッフ



パルプ及び吸水性ポ リマ一は、互いに分離されていてもよい し、分離されて

いな くてもよい。

[0020] 本実施形態において、被覆層部 2 0 に含有されるフラッフパルプ及び吸水

性ポ リマ一は、それぞれ所定の粒度に粉砕されている。 フラッフパルプは、

1 m m未満の粒度に粉砕されることが好ま しい。 また、吸水性ポ リマ一は、

3 5 m未満の粒度に粉砕されることが好ま しい。

[0021 ] 図 2 は、本実施形態において用いられる分離装置を示す構成図である。分

離装置 9 0 は、第 1 の材料、第 2 の材料及び第 3 の材料を含む処理対象物を

処理することにより、処理対象物か ら第 2 の材料及び第 3 の材料を分離 した

上で、さらに第 2 の材料 と第 3 の材料 とを互いに分離するものである。本実

施形態においては、処理対象物が衛生用品、第 1 の材料がプラスチック、第

の材料がフラッフパルプ、第 3 の材料が吸水性ポ リマ一である。

[0022] 分離装置 9 0 は、細断部 3 0 (第 1 の細断部）、分離部 4 0 (第 1 の粗分

離部）、分離部 9 2 (第 1 の細分離部）、細断部 5 0 (第 2 の細断部）、分

離部 6 0 (第 2 の粗分離部）、及び分離部 9 4 (第 2 の細分離部）を備えて

いる。

[0023] 細断部 3 0 は、衛生用品を細断する。細断部 3 0 と しては、例えば、破砕

機又は粉砕機 を用いることができる。例えば衛生用品が紙おむつである場合

、細断部 3 0 にはスクリーンが設けられていないことが好ま しい。

[0024] 図 3 及び図 4 を参照 しつつ、分離部 4 0 の構造を説明する。図 3 は、分離

部 4 0 を示す側面図である。図 4 は、図 3 のI V—I V線 に沿 った断面図である

。分離部 4 0 は、 ドラム 4 2 (第 1 の筒状部）を有 している。 ドラム 4 2 は

、略円筒状を しており、その中心軸周 りに回転可能に設けられている。 ドラ

厶 4 2 の中心軸は、水平である。 ドラム 4 2 の内径は、例えば、 3 0 c m以

上 5 0 c m以下である。

[0025] ドラム 4 2 には、多数の孔 4 2 a (第 1 の孔）が形成されている。孔 4 2

a は、 ドラム 4 2 の略全体にわたって形成されている。孔 4 2 a は、細断部

3 0 によって細断された衛生用品に含まれるプラスチックは通過させないが



、フラッフパルプ及び吸水性ポリマ一は通過させる。例えば衛生用品が紙お

むつである場合、孔 4 2 a の径は、 1 0 m m以上 3 0 m m以下であることが

好ましい。分離部 4 0 は、細断部 3 0 によって細断された衛生用品が収容さ

れた状態で ドラム4 2 を回転させることにより、衛生用品から、孔 4 2 a を

通過 したフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一を分離する。

[0026] ドラム4 2 の内周面上には、突条 4 4 (第 1 の突条）が設けられている。

突条 4 4 は、 ドラム4 2 の中心軸方向に延在 している。突条 4 4 は、 ドラム

4 の入口側 （図 3 の左側）から出口側 （図 3 の右側）までの経路の略全体

にわたつて延在 している。また、突条 4 4 は、断面が略三角形である。突条

4 4 の高さ （ドラム4 2 の径方向の長さ）は、例えば、 5 m m以上 2 c m以

下である。突条 4 4 は、 p 本 （p ：3 以上 5 以下の整数）設けられることが

好ましい。 P本の突条 4 4 は、 ドラム4 2 の内周面上に等間隔で配設されて

いる。すなわち、 ドラム4 2 の中心軸に垂直な断面 （図4 に示す断面）にお

いて、 1 つの突条 4 4 と中心軸とを結んだ線分と、その隣の突条 4 4 と中心

軸とを結んだ線分とのなす角度 は、 3 6 0 ° / ρ に略等 しい。本実施形態

においては、 ρ = 4 、 = 9 0 ° である。

[0027] ドラム4 2 の内部には、回転ロッド4 6 及びスクリュ一部材 4 8 が設けら

れている。回転ロッド4 6 は、略円柱状をしており、その中心軸周りに回転

可能に設けられている。回転ロッド4 6 の中心軸は、 ドラム4 2 の中心軸に

—致する。ただ し、回転ロッド4 6 は、 ドラム4 2 とは独立 して回転する。

回転口ッド4 6 の外径は、例えば、 1 5 c m以上 2 5 c m以下である。

[0028] 回転ロッド4 6 の周囲には、螺旋を描 くようにスクリユー部材 4 8 が設け

られている。スクリユー部材 4 8 は、回転ロッド4 6 に固定されており、回

転ロッド4 6 と一緒に回転する。スクリユー部材 4 8 には、複数の歯 4 9 が

形成されている。歯 4 9 の端部は、正面視 （図4 参照）で、辺 4 9 a 及び辺

4 9 b によって構成されている。

[0029] 辺 4 9 a は、 ドラム4 2 及び回転ロッド4 6 の径方向に延びている。辺 4

9 a の内端 （回転ロッド4 6 に近い方の端）は、回転ロッド4 6 から離間 し



た位置に存在する。同様 に、辺 4 9 a の外端 （ドラム 4 2 に近い方の端）は

、 ドラム 4 2 か ら離間 した位置に存在する。辺 4 9 a の外端 と ドラム 4 2 の

内周面 との距離は、突条 4 4 の高さよりも大 きく、例えば 1 c m以上 3 c m

以下である。辺 4 9 b は、辺 4 9 a の外端 と、隣の歯 4 9 の辺 4 9 a の内端

とを結んでいる。辺 4 9 b は、辺 4 9 a よ りも長い。辺 4 9 b の長さの辺 4

9 a の長さに対する比は、例えば、 2 以上 2 . 5 以下である。

[0030] 回転 ロッ ド4 6 及びスク リユー部材 4 8 は、図 4 において左回 り （反時計

回 り）に回転する。つまり、歯 4 9 においては、辺 4 9 b が回転方向の前方

に位置 し、辺 4 9 a が回転方向の後方に位置 している。上述の ドラム 4 2 の

回転方向は、回転 ロッ ド4 6 及びスク リユー部材 4 8 の回転方向と同 じであ

つてもよい し、反対であってもよい。 これ らの回転方向が同 じである場合、

回転 ロッ ド4 6 及びスク リユー部材 4 8 の回転速度は、 ドラム 4 2 の回転速

度 よりも大 きいことが好ま しい。

[0031 ] 分離部 9 2 は、分離部 4 0 によって衛生用品か ら分離 されたフラッフパル

プ及び吸水性ポ リマ一を互いに分離する。 この分離は、例えば、 フラッフパ

ル プ及び吸水性ポ リマーの混合物 に対 し、空気を嘖射する方法により行 うこ

とができる。 この方法は、 フラッフパル プと吸水性ポ リマーとの比重の違い

を利用 したものである。具体的には、 フラッフパル プ及び吸水性ポ リマーの

うち前者のみが吹き飛ばされるような強さで空気を嘖射することにより、両

者 を互いに分離するものである。

[0032] 細断部 5 0 は、分離部 4 0 によって孔 4 2 a を通過 したフラッフパル プ及

び吸水性ポ リマーが分離 された衛生用品を細断する。細断部 5 0 と しては、

例えば、破砕機又は粉砕機 を用いることができる。細断部 5 0 には、スク リ

—ンが設けられている。例えば衛生用品が紙おむつである場合、スク リーン

の穴径は、 3 0 m m以上 7 0 m m以下であることが好ま しい。

[0033] 図 5 及び図 6 を参照 しつつ、分離部 6 0 の構造を説明する。図 5 は、分離

部 6 0 を示す側面図である。図 6 は、図 5 のVI —VI 線 に沿 った断面図である

。分離部 6 0 は、 ドラム 6 2 (第 2 の筒状部）を有 している。 ドラム 6 2 は



、略円筒状をしており、その中心軸周りに回転可能に設けられている。 ドラ

厶 6 2 の中心軸は、水平である。 ドラム 6 2 の内径は、例えば、 3 0 c m以

上 5 0 c m以下である。

[0034] ドラム 6 2 には、多数の孔 6 2 a (第 2 の孔）が形成されている。孔 6 2

a は、 ドラム 6 2 の略全体にわたって形成されている。孔 6 2 a は、細断部

5 0 によって細断された衛生用品に含まれるプラスチックは通過させないが

、フラッフパルプ及び吸水性ポリマ一は通過させる。孔 6 2 a の平面視での

面積は、孔 4 2 a の平面視での面積よりも小さい。例えば衛生用品が紙おむ

つである場合、孔 6 2 a の径は、 5 m m以上 2 0 m m以下であることが好ま

しい。分離部 6 0 は、細断部 5 0 によって細断された衛生用品が収容された

状態で ドラム 6 2 を回転させることにより、衛生用品から、孔 6 2 a を通過

したフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一を分離する。

[0035] ドラム 6 2 の内周面上には、突条 6 4 (第 2 の突条）が設けられている。

突条 6 4 は、 ドラム 6 2 の中心軸方向に延在 している。突条 6 4 は、 ドラム

6 2 の入口側 （図 5 の左側）から出口側 （図 5 の右側）までの経路の略全体

にわたつて延在 している。また、突条 6 4 は、断面が略三角形である。突条

6 4 の高さ （ドラム 6 2 の径方向の長さ）は、例えば、 5 m m以上 2 c m以

下である。突条 6 4 は、 q 本 （q ：3 以上 5 以下の整数）設けられることが

好ましい。 q 本の突条 6 4 は、 ドラム 6 2 の内周面上に等間隔で配設されて

いる。すなわち、 ドラム 6 2 の中心軸に垂直な断面 （図 6 に示す断面）にお

いて、 1 つの突条 6 4 と中心軸とを結んだ線分と、その隣の突条 6 4 と中心

軸とを結んだ線分とのなす角度 は、 3 6 0 ° / q に略等 しい。本実施形態

においては、 q = 4 、 = 9 0 ° である。

[0036] ドラム 6 2 の内部には、回転ロッド6 6 及びスクリユー部材 6 8 が設けら

れている。回転ロッド6 6 は、略円柱状をしており、その中心軸周りに回転

可能に設けられている。回転ロッド6 6 の中心軸は、 ドラム 6 2 の中心軸に

—致する。ただ し、回転ロッド6 6 は、 ドラム 6 2 とは独立 して回転する。

回転口ッド6 6 の外径は、例えば、 1 5 c m以上 2 5 c m以下である。



[0037] 回転 ロッ ド6 6 の周囲には、螺旋 を描 くようにスク リユー部材 6 8 が設け

られている。スク リユー部材 6 8 は、回転 ロッ ド6 6 に固定されてお り、回

転 ロッ ド6 6 と一緒 に回転する。スク リユー部材 6 8 には、複数の歯 6 9 が

形成 されている。歯 6 9 の端部は、正面視 （図 6 参照）で、辺 6 9 a 及び辺

6 9 b によって構成 されている。

[0038] 辺 6 9 a は、 ドラム 6 2 及び回転 ロッ ド6 6 の径方向に延びている。辺 6

9 a の内端 （回転 口ッ ド6 6 に近い方の端）は、回転 口ッ ド6 6 か ら離間 し

た位置に存在する。同様 に、辺 6 9 a の外端 （ドラム 6 2 に近い方の端）は

、 ドラム 6 2 か ら離間 した位置に存在する。辺 6 9 a の外端 と ドラム 6 2 の

内周面 との距離は、突条 6 4 の高さよりも大 きく、例えば 1 c m以上 3 c m

以下である。辺 6 9 b は、辺 6 9 a の外端 と、隣の歯 6 9 の辺 6 9 a の内端

とを結んでいる。辺 6 9 b は、辺 6 9 a よりも長い。辺 6 9 b の長さの辺 6

9 a の長さに対する比は、例えば、 2 以上 2 . 5 以下である。

[0039] 回転 ロッ ド6 6 及びスク リユー部材 6 8 は、図 6 において左回 り （反時計

回 り）に回転する。つまり、歯 6 9 においては、辺 6 9 b が回転方向の前方

に位置 し、辺 6 9 a が回転方向の後方に位置 している。上述の ドラム 6 2 の

回転方向は、回転 ロッ ド6 6 及びスク リユー部材 6 8 の回転方向と同 じであ

つてもよい し、反対であってもよい。 これ らの回転方向が同 じである場合、

回転 ロッ ド6 6 及びスク リユー部材 6 8 の回転速度は、 ドラム 6 2 の回転速

度 よりも大 きいことが好ま しい。

[0040] 分離部 9 4 は、分離部 6 0 によつて衛生用品か ら分離 されたフラッフパル

プ及び吸水性ポ リマ一を互いに分離する。 この分離は、上述 した分離部 9 2

と同様の方法により行 うことができる。

[0041 ] 分離装置 9 0 には、移送路 7 6 、移送路 7 8 、移送路 8 0 、移送路 9 3 、

及び移送路 9 5 が更に設けられている （図 2 参照）。移送路 7 6 は、 ダク ト

(第 1 の通風管）であ り、細断部 3 0 による細断が行われた後の衛生用品を

風圧によって分離部 4 0 に向けて移送する。移送路 7 8 は、 ダク ト （第 2 の

通風管）であ り、分離部 4 0 による分離が行われた後の衛生用品を風圧によ



つて細断部 5 0 に向けて移送する。移送路 8 0 は、ダク ト （第 3 の通風管）

であり、細断部 5 0 による細断が行われた後の衛生用品を分離部 6 0 に向け

て移送する。

[0042] 移送路 9 3 は、分離部 4 0 によって衛生用品から分離されたフラッフパル

プ及び吸水性ポリマ一を分離部 9 2 に向けて移送する。移送路 9 5 は、分離

部 6 0 によって衛生用品から分離されたフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一

を分離部 9 4 に向けて移送する。移送路 9 3 及び移送路 9 5 は、例えば、フ

ラッフパルプ及び吸水性ポリマ一を風圧によつて移送するダク トである。

[0043] 図 7 を参照 しつつ、移送路 7 6 の構造を説明する。図 7 は、移送路 7 6 を

示す断面図である。移送路 7 6 は、第 1 の方向に延びる部分 7 6 a (第 1 の

部分）、第 2 の方向に延びる部分 7 6 b (第 2 の部分）、及び第 3 の方向に

延びる部分 7 6 c (第 3 の部分）を有する。本実施形態において、第 1 の方

向は水平方向、第 2 の方向は鉛直方向、第 3 の方向は水平方向である。部分

7 6 b は、部分 7 6 a の下流において部分 7 6 a に連結されている。部分 7

6 c は、部分 7 6 b の下流において部分 7 6 b に連結されている。これによ

り、部分 7 6 a 、部分 7 6 b 及び部分 7 6 c は、 1本のクランク状のダク ト

を構成 している。移送路 7 6 の内径は、例えば、 1 O c m以上 2 O c m以下

である。

[0044] 部分 7 6 a と部分 7 6 b との連結部分には、凹凸面 7 7 a (第 1 の凹凸面

) が存在する。凹凸面 7 7 a は、部分 7 6 a を通って移送されてきた衛生用

品が衝突する位置に設けられている。凹凸面 7 7 a は、鉛直面に対 して略4

5 ° の角度をな している。凹凸面 7 7 a としては、例えば、波型加工又はェ

ンボス加工された板状部材を用いることができる。凹凸面 7 7 a の材質は、

例えばアルミニウムである。

[0045] 部分 7 6 b と部分 7 6 c との連結部分には、凹凸面 7 7 b (第 2 の凹凸面

) が存在する。凹凸面 7 7 b は、部分 7 6 b を通って移送されてきた衛生用

品が衝突する位置に設けられている。凹凸面 7 7 b は、水平面に対 して略4

5 ° の角度をな している。凹凸面 7 7 b としては、例えば、波型加工又はェ



ンボス加工された板状部材を用いることができる。凹凸面 7 7 b の材質は、

例えばアルミニウムである。

[0046] 図 8 を参照 しつつ、移送路 7 8 の構造を説明する。図 8 は、移送路 7 8 を

示す断面図である。移送路 7 8 は、第 1 の方向に延びる部分 7 8 a (第 1 の

部分）、第 2 の方向に延びる部分 7 8 b (第 2 の部分）、及び第 3 の方向に

延びる部分 7 8 c (第 3 の部分）を有する。本実施形態において、第 1 の方

向は水平方向、第 2 の方向は鉛直方向、第 3 の方向は水平方向である。部分

7 8 b は、部分 7 8 a の下流において部分 7 8 a に連結されている。部分 7

8 c は、部分 7 8 b の下流において部分 7 8 b に連結されている。これによ

り、部分 7 8 a 、部分 7 8 b 及び部分 7 8 c は、 1本のクランク状のダク ト

を構成 している。移送路 7 8 の内径は、例えば、 1 O c m以上 2 O c m以下

である。

[0047] 部分 7 8 a と部分 7 8 b との連結部分には、凹凸面 7 9 a (第 3 の凹凸面

) が存在する。凹凸面 7 9 a は、部分 7 8 a を通って移送されてきた衛生用

品が衝突する位置に設けられている。凹凸面 7 9 a は、鉛直面に対 して略4

5 ° の角度をな している。凹凸面 7 9 a としては、例えば、波型加工又はェ

ンボス加工された板状部材を用いることができる。凹凸面 7 9 a の材質は、

例えばアルミニウムである。

[0048] 部分 7 8 b と部分 7 8 c との連結部分には、凹凸面 7 9 b (第 4 の凹凸面

) が存在する。凹凸面 7 9 b は、部分 7 8 b を通って移送されてきた衛生用

品が衝突する位置に設けられている。凹凸面 7 9 b は、水平面に対 して略4

5 ° の角度をな している。凹凸面 7 9 b としては、例えば、波型加工又はェ

ンボス加工された板状部材を用いることができる。凹凸面 7 9 b の材質は、

例えばアルミニウムである。

[0049] 図 9 を参照 しつつ、移送路 8 0 の構造を説明する。図 9 は、移送路 8 0 を

示す断面図である。移送路 8 0 は、第 1 の方向に延びる部分 8 0 a (第 1 の

部分）、第 2 の方向に延びる部分 8 0 b (第 2 の部分）、及び第 3 の方向に

延びる部分 8 0 c (第 3 の部分）を有する。本実施形態において、第 1 の方



向は水平方向、第 2 の方向は鉛直方向、第 3 の方向は水平方向である。部分

8 O b は、部分 8 0 a の下流において部分 8 0 a に連結 されている。部分 8

O c は、部分 8 0 b の下流において部分 8 0 b に連結 されている。 これによ

り、部分 8 0 a 、部分 8 0 b 及び部分 8 0 c は、 1 本のクランク状のダク ト

を構成 している。移送路 8 0 の内径は、例えば、 1 0 c m以上 2 0 c m以下

である。

[0050] 部分 8 0 a と部分 8 O b との連結部分には、凹凸面 8 1 a (第 5 の凹凸面

) が存在する。凹凸面 8 1 a は、部分 8 0 a を通 って移送されてきた衛生用

品が衝突する位置に設けられている。凹凸面 8 1 a は、鉛直面に対 して略 4

5 ° の角度 をな している。凹凸面 8 1 a と しては、例えば、波型加工又はェ

ンボス加工された板状部材を用いることができる。凹凸面 8 1 a の材質は、

例えばアル ミニウムである。

[0051 ] 部分 8 O b と部分 8 0 c との連結部分には、凹凸面 8 1 b (第 6 の凹凸面

) が存在する。凹凸面 8 1 b は、部分 8 0 b を通 って移送されてきた衛生用

品が衝突する位置に設けられている。凹凸面 8 1 b は、水平面に対 して略 4

5 ° の角度 をな している。凹凸面 8 1 b と しては、例えば、波型加工又はェ

ンボス加工された板状部材を用いることができる。凹凸面 8 1 b の材質は、

例えばアル ミニウムである。

[0052] 分離装置 9 0 の動作を説明する。処理対象物である衛生用品は、 まず、細

断部 3 0 によって細断される。細断部 3 0 によって細断された衛生用品は、

移送路 7 6 を通 じて、分離部 4 0 に移送される。分離部 4 0 に移送された衛

生用品は、回転するスク リユー部材 4 8 によって、 ドラム 4 2 の入口側 （図

3 の左側）か ら出口側 （図 3 の右側）へ と押 し出される。その間、 ドラム 4

2 の回転 による遠心力等により、 プラスチ ックか ら解離 したフラッフパル プ

及び吸水性ポ リマ一が孔 4 2 a を通 じて ドラム 4 2 の外に排出される。 これ

により得 られたフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の混合物は、被覆層部 2

0 の材料 と して用いることができる。

[0053] 分離部 4 0 によって衛生用品か ら分離 されたフラッフパル プ及び吸水性ポ



リマ一は、移送路 9 3 を通 じて、分離部 9 2 に移送 される。分離部 9 2 に移

送 されたフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一は、互いに分離 される。 これに

よ り得 られたフラッフパル プは、被覆層部 2 0 の材料 と して用いることもで

きる し、粒状芯部 1 0 の材料 と して用いることもで きる。 また、 これによ り

得 られた吸水性ポ リマ一は、被覆層部 2 0 の材料 と して用いることがで きる

[0054] 分離部 4 0 による分離が行われた後の衛生用品は、移送路 7 8 を通 じて、

細断部 5 0 に移送 され、更に細断される。細断部 5 0 によって細断された衛

生用品は、移送路 8 0 を通 じて、分離部 6 0 に移送 される。分離部 6 0 に移

送 された衛生用品は、回転するスク リユー部材 6 8 によって、 ドラム 6 2 の

入 口側 （図 5 の左側）か ら出口側 （図 5 の右側）へ と押 し出される。 その間

、 ドラム 6 2 の回転 による遠心力等 によ り、 プラスチ ックか ら解離 したフラ

ッフパル プ及び吸水性ポ リマ一が孔 6 2 a を通 じて ドラム 6 2 の外 に排 出さ

れる。 これによ り得 られたフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の混合物 は、

被覆層部 2 0 の材料 と して用いることがで きる。

[0055] 分離部 6 0 によって衛生用品か ら分離 されたフラッフパル プ及び吸水性ポ

リマ一は、移送路 9 5 を通 じて、分離部 9 4 に移送 される。分離部 9 4 に移

送 されたフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一は、互いに分離 される。 これに

よ り得 られたフラッフパル プは、被覆層部 2 0 の材料 と して用いることもで

きる し、粒状芯部 1 0 の材料 と して用いることもで きる。 また、 これによ り

得 られた吸水性ポ リマ一は、被覆層部 2 0 の材料 と して用いることがで きる

[0056] 続 いて、本発明による吸水処理材の製造方法の一実施形態 と して、吸水処

理材 1 の製造方法の一例 を説明する。 この製造方法は、取得工程、造粒工程

、被覆工程、分粒工程、及び乾燥工程 を含んでいる。

[0057] 取得工程 は、衛生用品か ら吸水性ポ リマーを分離 して、 プラスチ ック及び

フラッフパル プの うち少な くとも一方か らなる吸水材料 を取得する工程であ

る。 この工程 においては、上述の分離装置 9 0 が用い られる。すなわち、取



得工程 においては、 まず、細断部 3 0 により衛生用品を細断する （第 1 の細

断工程）。次に、分離部 4 0 において、細断部 3 0 により細断された衛生用

品を収容 した状態で ドラム 4 2 を回転 させることにより、当該衛生用品か ら

孔 4 2 a を通過 したフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一を分離する （第 1 の

粗分離工程）。続いて、分離部 9 2 において、分離部 4 0 により衛生用品か

ら分離 されたフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一を互いに分離する （第 1 の

細分離工程）。

[0058] その後、第 1 の粗分離工程 においてフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一が

分離 された衛生用品を細断部 5 0 により更に細断する （第 2 の細断工程）。

次に、分離部 6 0 において、細断部 5 0 により細断された衛生用品を収容 し

た状態で ドラム 6 2 を回転 させることにより、当該衛生用品か ら孔 6 2 a を

通過 したフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一を分離する （第 2 の粗分離工程

) 。続いて、分離部 9 4 において、分離部 6 0 により衛生用品か ら分離 され

たフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一を互いに分離する （第 2 の細分離工程

)

[0059] 造粒工程は、取得工程 において取得 された吸水材料を造粒する工程である

。 この工程 においては、吸水材料を含む芯部材料 （粒状芯部 1 0 を構成する

材料）に加水 した後、当該芯部材料を造粒機 によって押出造粒する。なお、

芯部材料は、吸水材料のみによって構成 されてもよい し、吸水材料 と他の材

料 との混合物 によって構成 されてもよい。 これにより、粒状芯部 1 0 が得 ら

れる。

[0060] 被覆工程は、造粒工程 において造粒 された造粒物 （粒状芯部 1 0 ) を被覆

材料 （被覆層部 2 0 を構成する材料）で被覆する工程である。 この工程 にお

いては、 コ一テ ィング装置等を用いて、被覆材料を粒状芯部 1 0 の表面に付

着 させる。被覆材料の付着は、例えば、散布又は嘖霧により行 うことができ

る。 これにより、被覆層部 2 0 が得 られる。

[0061 ] 被覆材料は、衛生用品か ら分離 されたフラッフパル プ及び吸水性ポ リマー

を含有する。被覆材料に用いるフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一は、互い



に分離されていてもよいし、分離されていなくてもよい。互いに分離された

フラッフパルプ及び吸水性ポリマ一は、上述の第 1の細分離工程及び第 2 の

細分離工程の何れか一方において得られたものであってもよいし、両工程に

おいて得られたものであってもよい。また、互いに分離されていないフラッ

フパルプ及び吸水性ポリマ一は、上述の第 1の粗分離工程及び第 2 の粗分離

工程の何れか一方において得られたものであってもよいし、両工程において

得られたものであってもよい。なお、被覆材料は、衛生用品から分離された

フラッフパルプ及び吸水性ポリマ一のみによって構成されてもよいし、これ

らの材料と他の材料との混合物によって構成されてもよい。

[0062] 被覆工程には、被覆材料に含有されるフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一

をそれぞれ所定の粒度に粉砕する粉砕工程が含まれていてもよい。粉砕工程

においては、フラッフパルプを 1 m m未満の粒度に、吸水性ポリマ一を3 5

m未満の粒度にそれぞれ粉砕することが好ましい。粉砕工程を設ける場合

、フラッフパルプ及び吸水性ポリマ一は、互いに分離された後、粉砕機等に

よりそれぞれ粉砕される。そして、粉砕されたフラッフパルプ及び吸水性ポ

リマ一を含む被覆材料を用いて被覆層部 2 0 の形成が行われる。

[0063] 分粒工程においては、所定の寸法の篩目を有する篩に、前工程で製造され

た吸水処理材を通過させることにより、所定の規格を満たす吸水処理材のみ

を抽出する。

[0064] 乾燥工程においては、前工程で抽出された吸水処理材を乾燥機で乾燥させ

る。粒状芯部 1 0 の含水率を適宜調整することにより、粒状芯部 1 0 の水分

が被覆層部 2 0 に遷移して吸水性能が低下してしまうのを防ぐとともに、吸

水処理材 1の保存時に力ビ等が発生するのを防ぐことができる。以上により

、吸水処理材 1が得られる。

[0065] 本実施形態の効果を説明する。本実施形態においては、衛生用品から吸水

性ポリマ一を分離して得られたプラスチック及びフラッフパルプのうち少な

くとも一方からなる吸水材料が用いられている。これにより、衛生用品の廃

材から吸水材料を取得することができるため、材料の調達コストを削減し、



ひいては吸水処理材 1 の製造コス トを削減することができる。特に、吸水材

料は吸水処理材 1 の主材料として用いられているため、材料の調達コス 卜の

削減効果が顕著となる。さらに、吸水材料に残留 した吸水性ポリマーの重量

割合は3 %以下にすぎないため、吸水処理材 1 の品質低下を防ぐことができ

る。

[0066] これに対 して、吸水材量に多量の吸水性ポリマーが付着 している場合、使

用時に吸水 した吸水処理材 1 は、吸水性ポリマ一の膨潤が過度に生 じること

により、内部から崩壊 し易くなる。かかる崩壊が起こると、吸水処理材 1 ど

うしが付着 しにくくなり塊状化が妨げられるとともに、使用済みの吸水処理

材 1 を焼却処分する際の発熱量が増大するという問題がある。

[0067] 吸水処理材 1 は、粒状芯部 1 0 及び被覆層部 2 0 からなる複層構造を有 し

ているところ、被覆層部 2 0 は、衛生用品から分離された、フラッフパルプ

及び吸水性ポリマ一を含有 している。これにより、被覆層部 2 0 の材料も、

衛生用品の廃材から取得することができるため、材料の調達コス トの削減に

資する。

[0068] 被覆層部 2 0 に含有される上記吸水性ポリマ一を3 5 m未満の粒度に粉

砕 した場合、当該吸水性ポリマーの吸水力は低下する一方で、接着力は増大

する。 したがって、使用時に吸水性ポリマーの膨潤を抑制 しつつ、被覆層部

2 0 の塊状化機能を高めることができる。

[0069] 本実施形態においては、細断部 3 0 による細断及び分離部 4 0 による粗分

離の後に、細断部 5 0 による細断及び分離部 6 0 による粗分離が行われる。

このため、細断及び粗分離を 1 回ずつ しか行わない場合に比 して、分離効率

が向上する。ここで、分離効率とは、処理対象物から分離された第 2 及び第

3 の材料の重量の、処理直前の処理対象物に含まれていた第 2 及び第 3 の材

料の重量に対する割合をいう。

[0070] ドラム4 2 には、突条 4 4 が設けられている。突条 4 4 が設けられていな

い場合、重力の影響により、衛生用品は ドラム4 2 の下部に集まりがちにな

る。これに対 し、本実施形態においては、 ドラム4 2 内の衛生用品は、突条



4 4 に よ り掬 い上 げ られ る こ とに よ り、 ドラム 4 2 の上部 に達 し易 くな る。

これ に よ り、 衛 生 用 品 は、 ドラム 4 2 の 内周 面 の広範 囲 に行 き渡 る よ うにな

るため、 分離 部 4 0 に よ る分離 が促 進 され る。 また、 衛 生 用 品 が ドラム 4 2

の上部 か ら落 下 す る際 の衝 撃 に よ り、 プラスチ ックか らの フラ ッフパ ル プ及

び 吸水性 ポ リマ 一 の解 離 が促 され る。 さ らに、 突条 4 4 は衛 生 用 品 が ス ク リ

ュ一部 材 4 8 に よ り前 方 に押 し出 され る際 の障害 にな るため、 衛 生 用 品 が ド

ラム 4 2 内 に滞 留 す る時 間 が長 くな る。 これ に よ り、 衛 生 用 品 か ら、 よ り多

くの フラ ッフパ ル プ及 び 吸水性 ポ リマ 一 を分離 す る こ とが で きる。

[0071 ] ドラム 4 2 の 内部 には、 ス ク リユー部 材 4 8 が設 け られ て い る。 ドラム 4

2 内の衛 生 用 品 は、 ス ク リユー部 材 4 8 に よ って、 叩 かれ た り、 ドラム 4 2

の 内周 面 に擦 りつ け られ た りす る。 その衝 撃 や摩 擦 力 に よ り、 プラスチ ック

か らの フラ ッフパ ル プ及 び 吸水性 ポ リマ ー の解 離 が促 され る。 また、 突条 4

4 が設 け られ て い るため、 衛 生 用 品 は、 突条 4 4 に引 っ掛 か った状 態 で、 ス

ク リュ一部 材 4 8 に よ って、 叩 かれ た り、 ドラム 4 2 の 内周 面 に擦 りつ け ら

れ た りす る場 合 が あ る。 その場 合、 力 が逃 げ に く くな るため、 衛 生 用 品 が受

け る衝 撃 や摩 擦 力 が増 大 し、 それ に よ りプラスチ ックか らの フラ ッフパ ル プ

及 び 吸水性 ポ リマ ー の解 離 が一層促 され る。

[0072] ス ク リユー部 材 4 8 は、 回転 方 向 （回転 ロ ッ ド4 6 の接 線 方 向） との な す

角度 が略 直角 で あ る辺 4 9 a で はな く、 その角度 が鈍 角 で あ る辺 4 9 b を前

方 と して 回転 す る （図 4 参 照 ）。 これ に よ り、 ス ク リユー部 材 4 8 の歯 4 9

に衛 生 用 品 が過度 に引 つ掛 か るの を防 ぐこ とが で きる。

[0073] ドラム 6 2 には、 突条 6 4 が設 け られ て い る。 突条 6 4 が設 け られ て いな

い場 合、 重 力 の影 響 に よ り、 衛 生 用 品 は ドラム 6 2 の下部 に集 ま りが ち にな

る。 これ に対 し、 本 実施 形 態 にお いて は、 ドラム 6 2 内の衛 生 用 品 は、 突条

6 4 に よ り掬 い上 げ られ る こ とに よ り、 ドラム 6 2 の上部 に達 し易 くな る。

これ に よ り、 衛 生 用 品 は、 ドラム 6 2 の 内周 面 の広範 囲 に行 き渡 る よ うにな

るため、 分離 部 6 0 に よ る分離 が促 進 され る。 また、 衛 生 用 品 が ドラム 6 2

の上部 か ら落 下 す る際 の衝 撃 に よ り、 プラスチ ックか らの フラ ッフパ ル プ及



び吸水性ポリマ一の解離が促される。さらに、突条 6 4 は衛生用品がスクリ

ュ一部材 6 8 により前方に押 し出される際の障害になるため、衛生用品が ド

ラム 6 2 内に滞留する時間が長 くなる。これにより、衛生用品から、より多

くのフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一を分離することができる。

[0074] ドラム 6 2 の内部には、スクリユー部材 6 8 が設けられている。 ドラム 6

2 内の衛生用品は、スクリユー部材 6 8 によって、叩かれたり、 ドラム 6 2

の内周面に擦 りつけられたりする。その衝撃や摩擦力により、プラスチック

からのフラッフパルプ及び吸水性ポリマーの解離が促される。また、突条 6

4 が設けられているため、衛生用品は、突条 6 4 に引っ掛かった状態で、ス

クリュ一部材 6 8 によって、叩かれたり、 ドラム 6 2 の内周面に擦 りつけら

れたりする場合がある。その場合、力が逃げにくくなるため、衛生用品が受

ける衝撃や摩擦力が増大 し、それによりプラスチックからのフラッフパルプ

及び吸水性ポリマーの解離が一層促される。

[0075] スクリユー部材 6 8 は、回転方向 （回転ロッド6 6 の接線方向）とのなす

角度が略直角である辺 6 9 a ではなく、その角度が鈍角である辺 6 9 b を前

方として回転する （図 6 参照）。これにより、スクリユー部材 6 8 の歯 6 9

に衛生用品が過度に引つ掛かるのを防ぐことができる。

[0076] 移送路 7 6 は、互いに直交する部分 7 6 a 及び部分 7 6 b を有する （図 7

参照）。これにより、風圧によって移送される衛生用品は、部分 7 6 a と部

分 7 6 b との連結部分において、移送路 7 6 の内面に衝突する。その衝撃に

より、プラスチックからのフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一の解離が促さ

れる。さらに、移送路 7 6 は、部分 7 6 b と直交する部分 7 6 c を有する。

これにより、風圧によって移送される衛生用品は、部分 7 6 b と部分 7 6 c

との連結部分においても、移送路 7 6 の内面に衝突する。その衝撃により、

プラスチックからのフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一の解離が促される。

[0077] 部分 7 6 a と部分 7 6 b との連結部分には、凹凸面 7 7 a が存在する。凹

凸面 7 7 a に衝突 した衛生用品は、平坦面に衝突 した場合よりも強い衝撃を

受ける。このため、プラスチックからのフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一



の解離が一層促 される。 さらに、部分 7 6 b と部分 7 6 c との連結部分には

、凹凸面 7 7 b が存在する。凹凸面 7 7 b に衝突 した衛生用品は、平坦面に

衝突 した場合よりも強い衝撃 を受ける。 このため、 プラスチ ックか らのフラ

ッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の解離が一層促 される。

[0078] 移送路 7 8 は、互いに直交する部分 7 8 a 及び部分 7 8 b を有する （図 8

参照）。 これにより、風圧によって移送される衛生用品は、部分 7 8 a と部

分 7 8 b との連結部分において、移送路 7 8 の内面に衝突する。その衝撃 に

より、 プラスチ ックか らのフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の解離が促 さ

れる。 さらに、移送路 7 8 は、部分 7 8 b と直交する部分 7 8 c を有する。

これにより、風圧によって移送される衛生用品は、部分 7 8 b と部分 7 8 c

との連結部分においても、移送路 7 8 の内面に衝突する。その衝撃 により、

プラスチ ックか らのフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の解離が促 される。

[0079] 部分 7 8 a と部分 7 8 b との連結部分には、凹凸面 7 9 a が存在する。凹

凸面 7 9 a に衝突 した衛生用品は、平坦面に衝突 した場合よりも強い衝撃 を

受ける。 このため、 プラスチ ックか らのフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一

の解離が一層促 される。 さらに、部分 7 8 b と部分 7 8 c との連結部分には

、凹凸面 7 9 b が存在する。凹凸面 7 9 b に衝突 した衛生用品は、平坦面に

衝突 した場合よりも強い衝撃 を受ける。 このため、 プラスチ ックか らのフラ

ッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の解離が一層促 される。

[0080] 移送路 8 0 は、互いに直交する部分 8 0 a 及び部分 8 0 b を有する （図 9

参照）。 これにより、風圧によって移送される衛生用品は、部分 8 0 a と部

分 8 0 b との連結部分において、移送路 8 0 の内面に衝突する。その衝撃 に

より、 プラスチ ックか らのフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の解離が促 さ

れる。 さらに、移送路 8 0 は、部分 8 0 b と直交する部分 8 0 c を有する。

これにより、風圧によって移送される衛生用品は、部分 8 O b と部分 8 0 c

との連結部分においても、移送路 8 0 の内面に衝突する。その衝撃 により、

プラスチ ックか らのフラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一の解離が促 される。

[0081 ] 部分 8 0 a と部分 8 O b との連結部分には、凹凸面 8 1 a が存在する。凹



凸面 8 1 a に衝突 した衛生用品は、平坦面に衝突 した場合よりも強い衝撃を

受ける。このため、プラスチックからのフラッフパルプ及び吸水性ポリマ一

の解離が一層促される。さらに、部分 8 O b と部分 8 0 c との連結部分には

、凹凸面 8 b が存在する。凹凸面 8 b に衝突 した衛生用品は、平坦面に

衝突 した場合よりも強い衝撃を受ける。このため、プラスチックからのフラ

ッフパルプ及び吸水性ポリマ一の解離が一層促される。

[0082] 本発明による吸水処理材及びその製造方法は、上記実施形態に限定される

ものではなく、様々な変形が可能である。例えば、上記実施形態においては

、吸水材料が吸水処理材 1 の主材料である例を示 した。 しか し、吸水材料は

、吸水処理材 1 に含まれている限り、主材料として含まれていることは必須

ではない。

[0083] 上記実施形態においては、吸水処理材 1 が粒状芯部 1 0 及び被覆層部 2 0

からなる複層構造である例を示 した。 しか し、吸水処理材 1 は、粒状芯部 1

0 からなる単層構造であってもよい。

[0084] 上記実施形態においては、細断及び粗分離を2 回ずつ行う例を示 した。 し

か し、細断及び粗分離は、 1 回ずつ行ってもよいし、 3 回以上ずつ行っても

よい。

[0085] 上記実施形態においては、 ドラム4 2 が円筒状である例を示 した。 しか し

、 ドラム4 2 は、テ一パ一状であってもよい。 ドラム 6 2 についても同様で

ある。

[0086] 上記実施形態においては、 ドラム4 2 の中心軸が水平である例を示 した。

しか し、 ドラム4 2 の中心軸は、入口側から出口側に向かって下方に傾いて

いてもよい。 ドラム 6 2 についても同様である。

[0087] 上記実施形態においては、孔 4 2 a が ドラム4 2 の略全体にわたって形成

された例を示 した。 しか し、孔 4 2 a は、 ドラム4 2 の一部にのみ形成され

ていてもよい。また、 ドラム4 2 の略全体又は一部を網状にすることにより

、孔 4 2 a を形成 してもよい。すなわち、この場合、 ドラム4 2 の網目が孔

4 2 a に相当する。孔 6 2 a についても同様である。



[0088] 上記実施形態においては、突条 4 4 が ドラム 4 2 の入口側か ら出口側 まで

の経路の略全体にわたって延在 している例を示 した。 しか し、突条 4 4 は、

ドラム 4 2 の入口側か ら出口側 までの経路の一部においてのみ延在 していて

もよい。突条 6 4 についても同様である。

[0089] 上記実施形態においては、略三角形の断面を有する突条 4 4 を例示 した。

しか し、突条 4 4 は、図 1 0 に示すように、平板状であってもよい。突条 6

4 についても同様である。

[0090] 上記実施形態においては、 ドラム 4 2 の内周面上に突条 4 4 が 4 本設けら

れた例を示 した。 しか し、突条 4 4 の本数は、 1 以上の任意の数にすること

ができる。突条 6 4 についても同様である。

[0091 ] 上記実施形態においては、 ドラム 4 2 の内周面上に突条 4 4 が設けられた

例を示 した。 しか し、突条 4 4 を設けることは必須ではない。突条 6 4 につ

いても同様である。

[0092] 上記実施形態においては、 ドラム 4 2 内に回転 ロッ ド4 6 及びスクリユー

部材 4 8 が設けられた例を示 した。 しか し、回転 ロッ ド4 6 及びスクリユー

部材 4 8 を設けることは必須ではない。回転 ロッ ド6 6 及びスクリュ一部材

6 8 についても同様である。

[0093] 上記実施形態においては、凹凸面 7 7 a が鉛直面に対 して一定の角度をな

している例を示 した。 しか し、凹凸面 7 7 a は、図 1 1 に示すように、鉛直

面に沿 っていてもよい。 また、凹凸面 7 7 a は、図 1 2 に示すように、移送

路 7 6 の内面 （部分 7 6 a を通 って移送されてきた衛生用品が衝突する位置

) に突起 P 1 を設けたものであってもよい。突起 P 1 の数は 1 つでもよい し

、 2 つ以上でもよい。凹凸面 7 9 a 及び凹凸面 8 1 a についても同様である

[0094] 上記実施形態においては、凹凸面 7 7 b が水平面に対 して一定の角度をな

している例を示 した。 しか し、凹凸面 7 7 b は、図 1 1 に示すように、水平

面に沿 っていてもよい。 また、凹凸面 7 7 b は、図 1 2 に示すように、移送

路 7 6 の内面 （部分 7 6 b を通 って移送されてきた衛生用品が衝突する位置



) に突起 P 2 を設けたものであってもよい。突起 P 2 の数は 1 つでもよいし

、 2 つ以上でもよい。凹凸面 7 9 b 及び凹凸面 8 1 b についても同様である

[0095] 上記実施形態においては、凹凸面 7 7 a が設けられた例を示 した。 しか し

、凹凸面 7 7 a を設けることは必須ではない。凹凸面 7 9 a 及び凹凸面 8 1

a についても同様である。

[0096] 上記実施形態においては、凹凸面 7 7 b が設けられた例を示 した。 しか し

、凹凸面 7 7 b を設けることは必須ではない。凹凸面 7 9 b 及び凹凸面 8 1

b についても同様である。

[0097] 上記実施形態においては、移送路 7 6 が互いに直交する複数の部分によつ

て構成された例を示 した （図 7 参照）。 しか し、移送路 7 6 は、一直線状の

ダク 卜であってもよい。移送路 7 8 及び移送路 8 0 についても同様である。

[0098] 上記実施形態においては、分離装置 9 0 に、分離部 9 2 及び分離部 9 4 が

設けられた例を示 した。 しか し、プラスチック及びフラッフパルプのうちプ

ラスチックのみを吸水材料として用いる場合は、分離部 9 2 及び分離部 9 4

を設けることは必須ではない。

[0099] 上記実施形態においては、分離装置 9 0 を用いて衛生用品からフラッフパ

ルプ及び吸水性ポリマ一を分離する例を示 した。 しか し、衛生用品からのフ

ラッフパルプ及び吸水性ポリマ一の分離は、他の装置 方法により行っても

よい。

[01 00] 上記実施形態においては、吸水処理材が粒状の排泄物処理材である例を示

した。 しか し、本発明による吸水処理材は、液体を吸収処理するものであれ

ばよく、例えば、ペットシーツ、止水材、吸液シ一 卜等であってもよい。

符号の説明

[01 0 1 ] 吸水処理材

0 粒状芯部

0 被覆層部

3 0 細断部 （第 1 の細断部）



分離部 （第 1 の粗分離部 )

ドラム （第 1 の筒状部）

a 孔 （第 1 の孔）

突条 （第 1 の突条）

回転 口ッ ド

スク リュ一部材

困

細断部 （第 2 の細断部）

分離部 （第 2 の粗分離部 )

ドラム （第 2 の筒状部）

a 孔 （第 2 の孔）

突条 （第 2 の突条）

回転 口ッ ド

スク リュ一部材

困

移送路 （第 1 の通風管）

a 凹凸面 （第 1 の凹凸面 )

b 凹凸面 （第 2 の凹凸面 )

移送路 （第 2 の通風管）

a 凹凸面 （第 3 の凹凸面 )

b 凹凸面 （第 4 の凹凸面 )

移送路 （第 3 の通風管）

a 凹凸面 （第 5 の凹凸面 )

b 凹凸面 （第 6 の凹凸面 )

分離装置

分離部 （第 1 の細分離部 )

移送路

分離部 （第 2 の細分離部 )



移送路



請求の範囲

[ 請求項 1] プラスチ ック、 フラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一を含む衛生用品

か ら前記吸水性ポ リマ一を分離 して得 られた前記 プラスチ ック及び前

記 フラッフパル プの うち少な くとも一方か らなる吸水材料 を含有 し、

前記吸水材料 に付着 している前記吸水性ポ リマーの当該吸水材料 に

対する重量割合は、 3 % 以下であることを特徴 とする吸水処理材。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の吸水処理材 において、

前記吸水性ポ リマーは、分離装置 によ り、前記衛生用品か ら分離 さ

れ、

前記分離装置は、

前記衛生用品を細断する第 1 の細断部 と、

前記第 1 の細断部 によって細断された前記衛生用品に含 まれる前記

プラスチ ックを通過 させずに前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リ

マ一を通過 させる多数の第 1 の孔が形成 された第 1 の筒状部 を有 し、

前記第 1 の細断部 によって細断された前記衛生用品が収容 された状態

で前記第 1 の筒状部 を回転 させることによ り、 当該衛生用品か ら前記

第 1 の孔 を通過 した、前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマ一を

分離する第 1 の粗分離部 と、

を有する吸水処理材。

[ 請求項 3 ] 請求項 2 に記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 1 の粗分離部 によって前記衛生用品か ら分離 された前記 フラ

ッフパル プ及び前記吸水性ポ リマ一を互いに分離する第 1 の細分離部

を有する吸水処理材。

[ 請求項 4 ] 請求項 2 又は 3 に記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 1 の筒状部の内周面上 に設 け られ、 当該第 1 の筒状部の中心

軸方向に延在する第 1 の突条 を有する吸水処理材。



[ 請求項 5 ] 請求項 4 に記載の吸水処理材 において、

前記第 1 の突条は P 本 （P ：3 以上 5 以下の整数）存在 し、 当該 p

本の第 1 の突条は、前記第 1 の筒状部の前記内周面上 に等間隔で配設

されている吸水処理材。

[ 請求項 6 ] 請求項 2 乃至 5 の何れかに記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 1 の細断部 によって細断された前記衛生用品を、風圧 によつ

て前記第 1 の粗分離部 に向けて移送するための第 1 の通風管 を有 し、

前記第 1 の通風管 は、第 1 の方向に延びる第 1 の部分 と、前記第 1

の部分の下流 において当該第 1 の部分 に連結 され、前記第 1 の方向 と

略直交する第 2 の方向に延びる第 2 の部分 とを有する吸水処理材。

[ 請求項 7 ] 請求項 6 に記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 1 の通風管 における前記第 1 の部分 と前記第 2 の部分 との連

結部分 に存在 し、前記第 1 の部分 を通 って移送 されて きた前記衛生用

品が衝突する第 1 の凹凸面 を有する吸水処理材。

[ 請求項 8 ] 請求項 6 又は 7 に記載の吸水処理材 において、

前記第 1 の通風管 は、前記第 2 の部分の下流 において当該第 2 の部

分 に連結 され、前記第 2 の方向 と略直交する第 3 の方向に延びる第 3

の部分 を有する吸水処理材。

[ 請求項 9 ] 請求項 8 に記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 1 の通風管 における前記第 2 の部分 と前記第 3 の部分 との連

結部分 に存在 し、前記第 2 の部分 を通 って移送 されて きた前記衛生用

品が衝突する第 2 の凹凸面 を有する吸水処理材。

[ 請求項 10 ] 請求項 2 乃至 9 の何れかに記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 1 の粗分離部 によって前記第 1 の孔 を通過 した前記 フラッフ



パル プ及び前記吸水性ポ リマーが分離 された前記衛生用品を、風圧 に

よって移送するための第 2 の通風管 を有 し、

前記第 2 の通風管 は、第 1 の方向に延びる第 1 の部分 と、前記第 1

の部分の下流 において当該第 1 の部分 に連結 され、前記第 1 の方向 と

略直交する第 2 の方向に延びる第 2 の部分 とを有する吸水処理材。

[ 請求項 11] 請求項 1 0 に記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 2 の通風管 における前記第 1 の部分 と前記第 2 の部分 との連

結部分 に存在 し、前記第 1 の部分 を通 って移送 されて きた前記衛生用

品が衝突する第 3 の凹凸面 を有する吸水処理材。

[ 請求項 12] 請求項 1 0 又 は 1 1 に記載の吸水処理材 において、

前記第 2 の通風管 は、前記第 2 の部分の下流 において当該第 2 の部

分 に連結 され、前記第 2 の方向 と略直交する第 3 の方向に延びる第 3

の部分 を有する吸水処理材。

[ 請求項 13] 請求項 1 2 に記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 2 の通風管 における前記第 2 の部分 と前記第 3 の部分 との連

結部分 に存在 し、前記第 2 の部分 を通 って移送 されて きた前記衛生用

品が衝突する第 4 の凹凸面 を有する吸水処理材。

[ 請求項 14] 請求項 2 乃至 1 3 の何れかに記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 1 の粗分離部 によって前記第 1 の孔 を通過 した前記 フラッフ

パル プ及び前記吸水性ポ リマーが分離 された前記衛生用品を細断する

第 2 の細断部 と、

前記第 2 の細断部 によって細断された前記衛生用品に含 まれる前記

プラスチ ックを通過 させずに前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リ

マ一を通過 させる多数の第 2 の孔が形成 された第 2 の筒状部 を有 し、

前記第 2 の細断部 によって細断された前記衛生用品が収容 された状態



で前記第 2 の筒状部 を回転 させることによ り、 当該衛生用品か ら前記

第 2 の孔 を通過 した前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマ一を分

離する第 2 の粗分離部 と、

を有する吸水処理材。

[ 請求項 15] 請求項 1 4 に記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 2 の粗分離部 によつて前記衛生用品か ら分離 された前記 フラ

ッフパル プ及び前記吸水性ポ リマ 一 を互いに分離する第 2 の細分離部

を有する吸水処理材。

[ 請求項 16] 請求項 1 4 又 は 1 5 に記載の吸水処理材 において、

前記第 2 の孔の平面視での面積 は、前記第 1 の孔の平面視での面積

よ りも小さい吸水処理材。

[ 請求項 17] 請求項 1 4 乃至 1 6 の何れかに記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 2 の筒状部の内周面上 に設 け られ、 当該第 2 の筒状部の中心

軸方向に延在する第 2 の突条 を有する吸水処理材。

[ 請求項 18] 請求項 1 7 に記載の吸水処理材 において、

前記第 2 の突条は q 本 （q ：3 以上 5 以下の整数）存在 し、 当該 q

本の第 2 の突条は、前記第 2 の筒状部の前記内周面上 に等間隔で配設

されている吸水処理材。

[ 請求項 19] 請求項 1 4 乃至 1 8 の何れかに記載の吸水処理材 において、

前記分離装置は、

前記第 2 の細断部 によって細断された前記衛生用品を、風圧 によつ

て前記第 2 の粗分離部 に向けて移送するための第 3 の通風管 を有 し、

前記第 3 の通風管 は、第 1 の方向に延びる第 1 の部分 と、前記第 1

の部分の下流 において当該第 1 の部分 に連結 され、前記第 1 の方向 と

略直交する第 2 の方向に延びる第 2 の部分 とを有する吸水処理材。

[ 請求項20] 請求項 1 9 に記載の吸水処理材 において、



前記分離装置は、

前記第 3 の通風管 における前記第 1 の部分 と前記第 2 の部分 との連

結部分 に存在 し、前記第 1 の部分 を通 って移送 されて きた前記衛生用

品が衝突する第 5 の凹凸面 を有する吸水処理材。

[ 請求項 2 1 ] 請求項 1 9 又 は 2 0 に記載の吸水処理材 において、

前記第 3 の通風管 は、前記第 2 の部分の下流 において当該第 2 の部

分 に連結 され、前記第 2 の方向 と略直交する第 3 の方向に延びる第 3

の部分 を有する吸水処理材。

[ 請求項22] 請求項 2 に記載の吸水処理材 において、

前記第 3 の通風管 における前記第 2 の部分 と前記第 3 の部分 との連

結部分 に存在 し、前記第 2 の部分 を通 って移送 されて きた前記衛生用

品が衝突する第 6 の凹凸面 を有する吸水処理材。

[ 請求項23] 請求項 1 乃至 2 2 の何れかに記載の吸水処理材 において、

前記吸水材料 を含有する粒状芯部 と、

前記粒状芯部 を覆 う被覆層部 と、

を備 える吸水処理材。

[ 請求項24] 請求項 2 3 に記載の吸水処理材 において、

前記被覆層部 は、前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマ ー を含

有する吸水処理材。

[ 請求項25] 請求項 2 4 に記載の吸水処理材 において、

前記被覆層部 に含有 される前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リ

マ 一 は、 それぞれ所定の粒度 に粉砕 されたものである吸水処理材。

[ 請求項26] 請求項 2 5 に記載の吸水処理材 において、

前記被覆層部 に含有 される前記吸水性ポ リマ 一 は、 3 5 m未満の

粒度 に粉砕 されたものである吸水処理材。

[ 請求項27] 請求項 1 乃至 2 6 の何れかに記載の吸水処理材 において、

前記吸水材料は、 当該吸水処理材の主材料である吸水処理材。

[ 請求項28] プラスチ ック、 フラッフパル プ及び吸水性ポ リマ一を含む衛生用品



か ら前記吸水性ポ リマ一を分離 して、前記 プラスチ ック及び前記 フラ

ッフパル プの うち少な くとも一方か らなる吸水材料 を取得する取得ェ

程 と、

前記取得工程 において取得 された前記吸水材料 を造粒する造粒工程

と、 を含み、

前記取得工程 においては、前記吸水材料 に付着 している前記吸水性

ポ リマーの当該吸水材料 に対する重量割合が 3 % 以下 となるように、

前記衛生用品か ら前記吸水性ポ リマーを分離することを特徴 とする吸

水処理材の製造方法。

[ 請求項 29] 請求項 2 8 に記載の吸水処理材の製造方法 において、

前記取得工程 は、

前記衛生用品を細断する第 1 の細断工程 と、

前記第 1 の細断工程 において細断された前記衛生用品に含 まれる前

記 プラスチ ックを通過 させずに前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ

リマ一を通過 させる多数の第 1 の孔が形成 された第 1 の筒状部 に、前

記第 1 の細断工程 において細断された前記衛生用品を収容 した状態で

前記第 1 の筒状部 を回転 させることによ り、 当該衛生用品か ら前記第

1 の孔 を通過 した前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマーを分離

する第 1 の粗分離工程 と、

を含む吸水処理材の製造方法。

[ 請求項 30] 請求項 2 9 に記載の吸水処理材の製造方法 において、

前記取得工程 は、

前記第 1 の粗分離工程 において前記衛生用品か ら分離 された前記 フ

ラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマ一を互いに分離する第 1 の細分離

工程 を含む吸水処理材の製造方法。

[ 請求項 3 1 ] 請求項 2 9 又は 3 0 に記載の吸水処理材の製造方法 において、

前記取得工程 は、

前記第 1 の粗分離工程 において前記第 1 の孔 を通過 した前記 フラッ



フパル プ及び前記吸水性ポ リマーが分離 された前記衛生用品を細断す

る第 2 の細断工程 と、

前記第 2 の細断工程 において細断された前記衛生用品に含 まれる前

記 プラスチ ックを通過 させずに前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ

リマ一を通過 させる多数の第 2 の孔が形成 された第 2 の筒状部 に、前

記第 2 の細断工程 において細断された前記衛生用品を収容 した状態で

前記第 2 の筒状部 を回転 させることによ り、 当該衛生用品か ら前記第

の孔 を通過 した前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマーを分離

する第 2 の粗分離工程 と、

を含む吸水処理材の製造方法。

請求項 3 に記載の吸水処理材の製造方法 において、

前記取得工程 は、

前記第 2 の粗分離工程 において前記衛生用品か ら分離 された前記 フ

ラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマ 一 を互いに分離する第 2 の細分離

工程 を含む吸水処理材の製造方法。

請求項 2 8 乃至 3 2 の何れかに記載の吸水処理材の製造方法 におい

て、

前記造粒工程 において造粒 された造粒物 を被覆材料で被覆する被覆

工程 を含む吸水処理材の製造方法。

請求項 3 3 に記載の吸水処理材の製造方法 において、

前記被覆材料は、前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リマーを含

有する吸水処理材の製造方法。

請求項 3 4 に記載の吸水処理材の製造方法 において、

前記被覆工程 は、

前記被覆材料 に含有 される前記 フラッフパル プ及び前記吸水性ポ リ

マ ー をそれぞれ所定の粒度 に粉砕する粉砕工程 を含む吸水処理材の製

法。

請求項 3 5 に記載の吸水処理材の製造方法 において、



前記粉砕工程 においては、前記吸水性ポ リマ一を 3 5 m未満の粒

度 に粉砕する吸水処理材の製造方法。
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